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はじめに

揚排水ポンプ設備は，河川の内水排除や都市用

水等の補給を目的に設置されています。この揚排

水ポンプ設備の「機能・性能」を「維持・復旧

（回復）」させるための修繕工事（分解整備等）

は，以前は当該設備の受注者（製作メーカー）

（以下「受注者等」という）との随意契約で行っ

てきましたが，契約方法の競争性および透明性を

確保する観点から，平成１９年度から一般競争入札

の導入が推進されています。

しかし，近年は災害の多発や設備の高齢化に伴

う故障発生リスクが増大しており，設備の重要性

から，速やかで適切な修繕が行える体制を整えて

おくことが不可欠です。また，揚排水ポンプ設備

の修繕工事については，一般競争入札導入後に契

約に至ったその全てが１者応札（既設設備の製作

メーカー）となっています。

そこで，関東地方整備局では揚排水ポンプ設備

に不具合等が生じた際に「修繕工事」を行う施工

業者を「参加者の有無を確認する公募手続き」

（以下「本手続き」という）で特定し，速やかに

修繕工事の発注を行える体制を確保するための試

行を行うこととしましたので，その内容について

説明します。

揚排水ポンプ設備（揚排水機場）
の概要

揚排水ポンプ設備（揚排水機場）は，主ポンプ

設備，監視操作制御設備，主ポンプ駆動設備（エ

ンジン等），系統機器設備（燃料系統，冷却水系

統，始動系統，潤滑油系統，給排気系統），電源

設備，除塵設備，付属設備（天井クレーン，角落

し設備等）などのさまざまな機器が一体となって

初めて機能を発揮するプラント設備です（図―

１，２）。

なお，関東地方整備局管内にはこのような揚排

水ポンプ設備（揚排水機場）が８８施設（ポンプ台

数２６０台，総排水量１，６３９．１m３／s）設置されてい

ます。

本試行の概要

今回の参加者の有無を確認する公募手続きによ

る施工業者の事前特定について，試行内容等以下

のとおり説明します。

� 手続きのイメージ

本手続きはまず，各河川事務所が管理している

ポンプ設備ごとに，受注者等（既設設備製作メー

カー）のサービス体制等を確認し，ポンプ設備ご

との特定予定者を決定します（※１）。次に参加者の
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有無を確認する公募手続きを行い，受注者等以外

で要件を満たす応募者の有無を確認（※２）し，要件

を満たす応募者がいない場合は，既設ポンプ設備

の製作メーカー等を受注者等として特定します。

また，受注者等以外に要件を満たす応募者がいる

場合は，受注者等と要件を満たす応募者とで提出

していただいた技術提案書をもとに，企画競争（※３）

を実施した上で，受注者等を特定するものです。

図―１ 排水機場の鳥瞰図

図―２ 排水機場の機器構成
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図―３ 本試行の手続きフロー
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本試行の手続きイメージは図―３のとおりです。

� 対象となる設備

対象となる設備は，河川の内水排除や都市用水

等の補給を目的として設置された揚排水ポンプ設

備で，主ポンプ口径が４００mm以上の設備としま

した。なお，道路排水設備等で設置されている，

小規模（口径４００mm未満）な水中ポンプ設備

は，一般汎用品であり部品等の入手も容易である

ため，本試行の対象外としました。

また，揚排水機場のポンプ設備のうち，除塵設

備および付属設備については，必ずしも既設設備

の施工業者（製作メーカー）でなくとも修繕工事

は可能であるため，本試行の適用範囲外としまし

た（図―４参照）。このことは，過去の契約実績

からも証明されています。よって，本試行の手続

きに基づき，特定した受注者等に修繕工事を発注

する場合は，上記の適用範囲内が対象となり，適

用範囲外となる除塵設備，付属設備を含めること

はできません。

除塵設備，付属設備については，従来どおりの

一般競争入札にて発注します。

� 対象となる修繕工事（分解整備等）

対象となる修繕工事の内容は，設備の機能・性

能に影響を及ぼす「分解整備や設備更新等の修繕

工事」とし，簡易な部品交換等は対象外としてい

ます。

なお，機場のポンプ設備増設については，工事

内容としては新設工事と同等であるため，従来ど

おり一般競争入札にて発注します。

対象または非対象となる工事の具体例は，下記

のとおりです。

１）対象となる工事の内容

� 主ポンプ設備，主ポンプ駆動設備等の分解整

備（O／H）または修繕

� 主ポンプ設備の改良（無水化（ゴム軸受⇒セ

ラミックス軸受））

� ポンプ設備の冷却水系統の改良（二次冷却方

式⇒管内クーラ方式（ラジエータ方式））

� 主ポンプ駆動設備（原動機，減速機）の更新

� 監視操作制御設備の更新または修繕

図―４ 本試行の適用範囲の区分
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� 系統機器設備の更新または修繕

� 電源設備（発電機等）の更新または修繕

２）非対象となる工事の内容

� 既設機場への主ポンプ設備の増設

� 除塵設備の更新または修繕

� 付属設備（角落し，天井クレーン，消防設備

等）の更新または修繕

このように，本手続きの対象となる修繕工事

は，既設設備との関連が不可欠で，なおかつ既設

設備に対して何らかの手を施すものが対象となり

ます。

� 応募要件

参加者の有無を確認する公募手続きで，応募者

に求める技術力に関する要件は下記のとおりで

す。

【技術力に関する要件】

本手続きの対象となる設備について，同

種・同規模のポンプ設備を「自ら製作・据

付」した実績を有しており，確実に修繕が施

工可能な技術力を有していること。

なお，「自ら製作・据付」とは，ポンプ設

備全体のシステム設計を行い，主要機器であ

る主ポンプ設備を現地に据付し，試運転まで

を実施した場合とします。

揚排水ポンプ設備については，一部の設備（機

器）の部品交換等の修繕工事であっても，間違っ

た施工をした場合，システム全体の信頼性に著し

い影響を及ぼす可能性があるため，揚排水ポンプ

設備というプラント設備の特性や新設時の設計思

想を熟知していなければ，受発注者ともにリスク

を抱えることとなります。

よって，揚排水ポンプ設備のノウハウを有する

と判断できる技術的な要件設定を行いました。

通常の工事であれば，企業および配置予定技術

者について技術的な要件を設定しますが，本手続

きでは，工事内容が未確定なため配置予定技術者

の据付経験に関する要件設定は行わずに，企業の

施工実績のみで評価することとしました。

� 本手続きの実施時期等

本手続きにより行われた特定通知の有効期限

は，当該年度限りであり毎年受注者等にサービス

体制の変更の有無を確認し，公募手続き等を行い

ます。

また，この手続きの実施時期については，年度

末または年度当初等に実施して修繕工事を施工す

る受注者等を特定し，不具合事象が発生した際に

速やかに契約手続き（特命随意契約）ができるよ

うに準備をします。

おわりに

関東地方整備局で発注する土木機械設備の工事

（新設・修繕）については，緊急随意契約以外の

全てが一般競争入札にて手続きを行っています。

そのため，契約手続きに時間を要し，適切な工期

を確保できずに契約に至らず，不調となるケース

も少なくありません。

また，設備の高齢化による故障発生リスクの増

大など，国民の生命・財産を守るという重要な使

命を託された揚排水ポンプ設備（揚排水機場）の

維持管理については，今後ますます困難な状況と

なることが予想されます。

このような設備の維持管理または入札契約にお

ける不調・不落対策などの課題を解決する方策と

して，今回の試行を実施します。試行のメリット

としましては，契約手続きに要する期間が従来の

契約手続きと比較し約５０日間短縮可能であり，事

前に受注者等を特定することにより，速やかに特

命随意契約により工事契約を締結できるというこ

とです。

平成２５年度からの試行ですが，本試行の効果を

検証しつつ，対象となる設備の適用範囲の見直し

や，揚排水ポンプ設備（揚排水機場）の建設費と

維持管理費のトータルコストの低減が可能な機器

構成のポンプ設備の検討も併せて実施し，重要な

社会資本である揚排水ポンプ設備の維持管理を行

っていきたいと考えています。
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